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を争点としてくることはほぼ間違いない。現に再選後の 4 月 11 日夜、台南県で
開催された支持者との集会で、陳水扁総統は立法委員選挙と同時に、立法委員の
定数半減と国民党が不当に取得した資産の調査の是非を問う住民投票を実施する




門グループが設置されている（『中國時報』 2003 年 12 月 25 日）。今後年末に
向けて激しい選挙戦が繰り広げられるなか、行政院内部では選挙後を見越した関
連作業が進められるものと思われる。 
 とはいえ、今後の黒金への取り組みにおいて、大きな鍵を握るのはやはり年末
の立法委員選挙の結果である。民進党あるいは台聯を含めた与党連合が過半数を
制することができるかどうかが最大の焦点となる。なぜなら、分割政府が解消さ
れてこそ、黒金問題の解決に必要な法律の改正や整備が可能となるからである。 
 民進党ないし与党連合が立法院で過半数を占めた場合、最も大きな進展が見込
まれるのが国民党資産問題である。既に立法院に提出されている政党法や政党不
当取得財産処理条例が通過し、国民党資産に関する調査やさらにはその処理が進
むものと思われる。そのほかにも黒金問題に関連する法律の強化に向けた修正や
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整備が進むであろうし、一旦は挫折した金融システム改革にも進展が見られ、そ
れらが地方派閥の経済的基盤に打撃を与えることにつながるかもしれない。 
 しかし現実的な問題として、立法委員選挙で過半数を獲得し、また立法院で法
案を通すとなると、民進党に対して地方派閥への依存を促す誘因が存在するのも
確かである。政権交代の実現以降、地方派閥は再編を迫られているとはいえ、彼
らの影響力は依然として存在している。そのため今回の総統選挙と同様に、新政
権が地方派閥を籠絡する戦略をとる可能性は否定できない。もし地方派閥に依存
する形で立法院での過半数を確保した場合、立法院の定数半減であろうと小選挙
区制の導入であろうと、はたまた金融システム改革もその内容如何では、いずれ
も地方派閥の利権に大きく関わることとなる。そうなると、新政権が法案成立の
ために彼らの支持を取り付けることは容易ではない。黒金問題の解決に向けてさ
らに前進するには、新政権が地方派閥に依存するのは必要悪かもしれない。しか
し、地方派閥への依存体質を拭いきれない限り、新政権が黒金問題を根本的に解
決することは困難であろう。新政権はそんなジレンマに直面するのではないかと
考えられる。 
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